
本⽇は、2020年12⽉期の決算および
2021年から2023年の新中期経営計画についてご説明いたします。



本⽇の流れは、2部構成となります。

第1部では、2020年12⽉期の決算について、
第2部では、2021年から2023年の新中期経営計画の概要を説明いたします。



まず、2020年12⽉期の決算についてです。



化粧品市場全体は、新型コロナウイルスの影響により縮⼩、
インバウンド需要は、⼤幅な減少が継続しています。
チャネル⾯では、⾮接触の⾏動変容が追い⾵となり、ECへのシフトが加速しました。

インバウンドを除く国内消費は、緊急事態宣⾔の延⻑もあり、
先⾏きは依然として不透明です。

このような状況のなか当社グループは、
緊急事態宣⾔下における店舗休業や消費者の外出⾃粛の傾向が続いたことにより
国内の店舗事業が⼤きな影響を受け、連結で減収減益となりました。



2020年の新型コロナ影響について、
事業の状況と、⽉次の売上推移をお⽰ししています。

百貨店チャネルや委託販売チャネルでは、4⽉から5⽉における緊急事態宣⾔の影響を
⼤きく受け、特に新規のお客さまの獲得に苦戦しました。

このような状況のなか、店舗を主⼒とするポーラや育成ブランドにおいても
積極的にECを推進し、国内のEC売上はポーラで前期⽐プラス60%、
THREEでプラス90%と⼤きく伸⻑させることができました。

DECENCIAは、ブランド認知拡⼤とともに新規のお客さまの獲得が好調です。
ECとサブスクリプションというビジネスモデルが強みとなり、⼆桁の増収増益となりました。

海外では、中国において市場が回復し、ポーラは前期⽐プラス60%と成⻑しました。

連結売上⾼は、グラフでお⽰ししているように
4⽉・5⽉をボトムとし、その後の回復のペースは⾮常に緩やかです。



続いて、業績と計画の差異についてご説明いたします。

2⽉8⽇に開⽰しているとおり、
連結売上⾼は概ね計画どおりの着地となりましたが、
営業利益以下において、計画を⼤きく上回りました。

これは、売上⾼の計画差異による売上総利益の増加に加え、
ポーラにおける、海外売上⾼⽐率の拡⼤による利益構造の良化や
全社的な費⽤削減によるものです。



ここからは連結PLについてご説明いたします。

売上原価率は、原価率の低いポーラの売上構成⽐が低下したことにより
増加しています。
販管費は、新型コロナ対応に関連する費⽤を特別損失に振り替えた影響から、
⼈件費を中⼼として減少しています。
販売関連費においては、グループ全体で、固定費を中⼼とした
費⽤の削減と合理化を⾏いました。
この結果、営業利益率は7.8％となりました。

コロナの状況下においても、上場企業の平均相当の営業利益率とすることができ
損益構造のアジリティの⾼さを⽰すことができたと考えています。



特別利益の増加は、新型コロナ関連の補助⾦約7億円によります。

特別損失の増加は、第3四半期に計上したJurliqueの減損損失および
新型コロナ関連の費⽤の振り替えによります。

また、法⼈税の減少は、税前当期純利益の減少によるものです。



純利益の増減要因について、グラフでお⽰ししています。



次に、セグメントの状況についてです。



セグメント別の結果はご覧の通りです。



ブランド別の結果ですが、
売上⾼については、新型コロナの影響により、残念ながら
ご覧のブランド区分においては、全ての区分で前年を下回りました。

営業利益について、減益の主たる要因は粗利益の減少です。

⼀⽅ 海外ブランドは、コスト構造改⾰の結果、
減収にもかかわらず損失を縮⼩させることができました。

各ブランドの状況については、次ページ以降でご説明します。



ポーラブランドは、インバウンド、バイヤー需要の減少に加え、
国内の店舗事業において新規のお客さまの獲得に苦戦しました。

しかし、国内EC事業は新規のお客さまの獲得により、前期⽐プラス60%と伸⻑しました。
商品⾯では、フルリニューアルしたB.Aが計画を上回り好調です。
海外では、中国と韓国が⾮常に好調で、ともに前期⽐プラス60%の拡⼤に
成功しました。



オルビスブランドは、減収・減益という結果となりましたが、
新規のお客さまの獲得は前期⽐プラス 40%と⼤きく伸⻑し、
今後リピーター化を進めてまいります。

また、新しく発売した、オルビスユーの⾼級ラインとなるオルビスユードットが
計画を達成し好調です。
スキンケア構成⽐が狙い通りに⾼まり、構造改⾰は順調に進捗しています。



Jurliqueブランドは、オーストラリアおよび免税店における店舗休業を主要因とし
減収しました。
⼀⽅で、不採算店舗の閉鎖や本部のスリム化など、
事業構造改⾰の成果により損失改善となりました。
2020年から直営化した中国は、ライブ配信やSNSの活⽤に注⼒し、ECが好調です。

H2O PLUSブランドは、取引先の休業影響を受けアメニティ事業が減収となりましたが、
固定費の削減により、損失を改善させることができました。



育成ブランドは、店舗を主⼒とするTHREEブランドなどが
百貨店への来店客の減少およびタッチアップの制限により、苦戦が続いています。

ECブランドのDECENCIAは、新規のお客さまの獲得に加え、
シーズン性や顧客属性に応じたプロモーションにより、⼆桁の増収・増益となりました。

増収に対して、増益率が低くなっていますが、
これは、来期の成⻑に向けたお客さま獲得のための投資を⾏ったことによるものです。



続きまして、2021年12⽉期の⾒通しについてご説明いたします。



売上⾼は、前期⽐プラス7.8%、営業利益は、前期⽐プラス38.2%と
⼆桁増益を計画しています。

株主還元は、1円増配の年間51円としております。



ここからは、2021年から2023年の中期計画についてご説明します。
まずは、前中期計画の総括についてです。



業績⾯では、医薬品事業の譲渡やインバウンド・バイヤー需要の減少
といった影響もあり、いずれの指標においても、計画達成に⾄りませんでした。



戦略⾯ですが、戦略2は特に厳しい結果となりました。

海外ブランドの損失改善は、Jurlique、H2O PLUSともに構造改⾰が⼀定の成果を
⾒せ始めましたが、当初計画していた2020年での⿊字化達成には⾄りませんでした。

戦略1、3、5についても満⾜できる結果とはなりませんでしたが、
リンクルショットの発売を契機としたポーラのブランド認知、顧客層の拡⼤など
⼀定の成果が得られた4カ年となりました。



続いて、2021年からの新中期計画について説明申し上げます。

本来であれば、このタイミングで2029年、創業100周年までの⻑期ビジョンの発表を
計画しておりましたが、これを1年延期するという決断をいたしました。
新型コロナという⼤きな外部環境の変化を受けた不透明な事業環境のなか、
まずは⾜元の事業をしっかりと固め、課題解決に注⼒したい、と考えたわけです。

2021年からの3か年では、短中期の課題解決に加えて
⻑期的な成⻑につながる事業ポートフォリオの構想を固めたいと考えています。



各戦略の具体的な説明の前に、まずは、新型コロナによる当社事業への影響と
その対応に関して、当社の考えをお話いたします。

新型コロナは「ソーシャルディスタンス」「⾮接触」といったニューノーマル、
そしてチャネル⾯においても⼤きなパラダイムシフトをもたらしました。
また、⼈々の価値観にまで⼤きな影響を及ぼしています。

これまで経験したことのない急激な環境変化を受けているわけですが
当社の強みであるダイレクトセリング、スキンケア、マルチブランドといったものを
さらに進化させていくには、今が絶好の機会と考えています。

そのため短中期の課題として「チャネル構造改⾰」「DX」などに加え、
⼈材の開発、⼥性活躍といったダイバーシティの推進にも取り組んでまいります。

また、コスト構造や働き⽅の合理化を⼀時のものとせず、今まで以上に推進していきます。



次に、市場動向についてです。

インバウンドを除く国内市場は微減傾向、そしてルート別にはEC化が進み、
この傾向は今後も継続すると推察しています。

インバウンドに対する当社の考え⽅ですが、今年は、昨年と⽐べ回復は⾒込まず、
2022年に、19年⽐較で約30%、23年は約60%と
厳しめの前提で中期計画に反映しています。

海外市場ですが、中国の化粧品市場は引き続き⾼い成⻑が⾒込まれます。



先ほどご説明しましたが、2021年から始まる新中期計画は、
コロナ前への回復を果たし、持続的な成⻑に向けた計画策定の期間と位置付けます。
最終年となる2023年に、コロナ前の2019年⽔準を超える業績に
挑戦したいと計画しました。

次から、新中期計画の具体策について説明させていただきます。



こちらが、新中期計画の全体像です。

売上⾼は、年平均で7から9%の成⻑、2,150億〜2,250億円を⽬指します。

また、「海外売上⾼⽐率」 「国内EC売上⾼⽐率」を重要な指標に設定しています。

営業利益は、2019年時点を上回る、15%以上の営業利益率を
達成したいと考えています。

ROEの⽬標値は、12%、配当性向は従来同様60%以上としています。

そして、この経営指標達成に向け、ご覧の5つの重点戦略に取り組んでまいります。



戦略①ですが、
ポーラの国内事業においては、オンラインとオフラインを融合させ、
チャネル横断のデジタルプラットフォームを構築します。
従来チャネル別に分かれていた顧客管理やコミュニケーションを統合することにより、
元々の強みであるお客さまとのエンゲージメントを⾼めていきます。

注⼒するECは、他社差別性の⾼いアイテムによりスキンケアの新規のお客さまを
数多く獲得し、継続性、収益性の⾼いビジネスモデルを構築します。
2023年で売上⾼100億円を⽬指します。

委託販売チャネルですが、お客さまとのエンゲージメントをデジタルを活⽤して強化させます。

オンラインカウンセリングの積極活⽤に加え、ショップやビューティーディレクター個⼈の
個性を活かした発信で来店につなげるという昨年の成功事例をみるにつけ、
コロナの状況下でも、個⼈事業主の⾃主性・⾃⽴性を強く感じています。

ポーラを、⻑期的な成⻑を実現する収益性の⾼いチャネル構造へシフトさせていきます。



次にオルビスです。
昨年ベストコスメをたくさん頂戴したオルビスユーシリーズの好調によって、
構造良化が進んでいます。
今期以降も、美⽩の新商品など、⾼付加価値アイテムを投⼊することで、
スキンケアの構成⽐を⾼めていきます。

DXはさらに加速させていきます。
アプリをお客さまとのコミュニケーションのコアに置き、
パーソナライズなコミュニケーションでライフタイムバリューを最⼤化します。
この春には、IoTデバイスを使ったパーソナライズスキンケアのロンチも計画しています。
投資もデジタル分野へよりシフトさせ、EC⽐率を70%まで⾼めていきます。

コロナの状況下でも、ECの先⾏者としてのアドバンテージと
オルビスならではの効率的な費⽤投下のノウハウを⽣かし、
念願の営業利益率20%の実現を果たします。



続いて戦略②の海外事業です。

ポーラの海外事業は、この3年で4倍に成⻑させることができました。
インバウンド等から得たブランドの⼈気が成⻑ドライバーです。
2023年に、売上⾼300億円を⽬指します。

特に注⼒するのが中国です。
もちろん競争が激化していますが、ポーラ独⾃の⾼付加価値商品や
店舗でのフェイシャルエステを軸とした価値訴求を徹底いたします。
中国ECでは、ライブコマースなどデジタルマーケティングを積極的に活⽤し
ブランド認知を広め、オフラインでは、ブランドエンゲージメントを重視し、
リピート顧客の育成を強化します。
現在の約2倍の規模となる110店舗をめざします。

また、アジア全域のトラベルリテールにも注⼒していきます。
グループのトラベルリテール事業を統括する新会社を設⽴し、
アフターコロナの成⻑加速に向け、早速活動を開始しています。



JurliqueとH2O PLUSの⿊字化は、前中期計画の積み残し課題です。

Jurliqueは、不採算店舗の閉鎖や固定費の削減など、
コスト構造改⾰を進めてきました。
直営化した中国は、この影響を除いても前年を上回る業績となるなど
成果が⾒え始めています。
中国をキーマーケットとし、EC⽐率の向上による収益性向上、
また、商品⾯ではスキンケアのスタープロダクトにマーケティングを集中させ
リピート率を向上させていきます。

H2O PLUSは、⽶国スキンケア市場でECを中⼼にお客さまの獲得に注⼒します。
新アンチエイジングシリーズを発売し、成⻑が⾒込めるクリーンビューティーのカテゴリーでの
訴求を強めます。



続いて、戦略③の育成ブランドです。

THREEと新ブランドを展開するACROは、抜本的な構造改⾰に着⼿します。
チャネル⾯では、店舗を戦略的に圧縮し、ECに組み替えます。
商品⾯では、SKUの絞り込みや原価率の低減などを実⾏し、
ブランドの再成⻑と収益性向上を両輪で実現します。

続いてDECENCIAですが、敏感肌市場におけるブランド認知の拡⼤がテーマです。
広告宣伝費を効率化し、⻑期的には営業利益率20%の、
EC特化型⾼収益ブランドを⽬指します。



続いて戦略④経営基盤強化です。

研究開発では、グループ全体における技術開発機能を強化するため
新たにテクニカルディベロップメントセンター、TDCを新設します。
狙いは、研究・開発・⽣産を連動させ、最先端の技術を⽤いた⾼付加価値商品を
従来より短期間に開発することです。

当社グループでは、2018年に研究開発体制を刷新し、
グループのR&D戦略を統括するMIRCと、基盤研究を⾏うFRCを設⽴しました。
FRCによる新素材開発とパイプラインの創出は順調に進捗しています。

これに加えて、今回のTDC設⽴により商品化のスピードをあげていくことで
ほかに類を⾒ない商品を絶え間なく⽣み出していきます。



続いて、経営基盤を⽀えるサステナビリティ⽅針に関してご説明します。

当社では、グループの事業成⻑と持続可能な社会の実現を⽬指し、
サステナビリティステートメントを制定しています。
この度の急激な社会変化に対応し、サステナビリティプランを刷新しました。

CO2排出量や⽔の使⽤量、廃棄量などのKPIに加え、
新たにダイバーシティの推進、従業員の「個」を活かす⼈材開発を重視し、
新規事業の創出数もKPIとして設定しています。

これらKPIのいくつかについては、会社⽬標および役員の中⻑期インセンティブ報酬に
連動させ、実効性を⾼めてまいります。



続いて戦略⑤です。

中⻑期の事業成⻑に向けて、ポートフォリオの強化と新たな領域への事業展開の検討を
進めていきます。

ビューティーの領域において、商材やサービス範囲を拡張します。
すでに動き出している具体的な取り組みとしては、
美容医療領域への参⼊を⽬的とし、社内でタスクフォースを編成しました。

また、CVC事業として、D2C、ビューティーテックなどにフォーカスし、
投資先と連携し、積極的にオープンイノベーションに取り組んでいます。

決算発表と同時にリリースしておりますが、このたび、当社のCVC投資先である
トリコ株式会社の100%株式を取得することといたしました。
次のページでご説明いたします。



概要に関してはリリース記載のとおりですが、
買収の狙い、期待されるシナジーについてご説明します。

トリコ株式会社は、パーソナライズサプリメントを主とした「フジミ」ブランドを展開し
急成⻑しているベンチャーです。
独⾃の美容診断にもとづくパーソナライズされた商品をサブスクリプションで販売する
ビジネスモデルと、完全⾃社運⽤のマーケティング⼒は、
将来的にも競合優位性が⾼いと評価しています。
トリコ社が有するD2Cブランドの⽴ち上げ、デジタルマーケティング分野のノウハウに
当社グループの研究開発⼒を融合し、ブランドポートフォリオを
より個性豊かなものにすることができると期待しています。

トリコ社の業績推移と3か年の計画は、右下のグラフでお⽰ししているとおりです。
今期1⽉時点での⽉商は約2億円、来期の⿊字化を⾒込みます。

なお、本件買収による連結業績への影響は現在精査中のため、
開⽰したガイダンスには未反映です。



最後に、資本効率と株主還元についてです。

2023年のROE⽬標値は、先ほどお⽰ししたとおり、12%です。

配当⾦については、1円増配の、年間51円の配当としました。
結果、配当性向99.8％となります。

⾃⼰株式の取得に関しては、今までの考え⽅通りでございます。

説明は、以上になります。










